
国有林経営の販売行動と地元市場

Jr!村誠

The Marketing Behavior for timber by National Forest Corporation 

-especially in the Iocal market 

Makoto KA WAMURA 

l. 課題の設定と方法

123 

今，改めて悶有林野経常のあり15が関われている。戦後の林政策統…以来，関有林野は独立採
算に~く政府現議出11門として巡常されてきた。しかし，収支構造がマイナスに落込む絡に，その

経営のあり方をめぐって， 1現有林野の掠夜滋畿にまで、立ち帰った論議が繰り返されてきたと替え

る。例えば，収支がマイナスlζii¥式じた1962年の11寺，次いで1972年の時である。政策的対践として

は，前者の場合， 1965停における中央森林務鶴会答申として表わされ，後者については， 1972年

の林政務議会答申としてI:H怠れた。そして，現在，オイルシ盟ツク後における収支ならびにj良識

におけるマイナスの路定イじと拡大に対しでは，先l乙財界から「森林，林業政策についてーニ十一

Ut紀への股摂…J(日本経済調査協議会， 1982年)が出窓れ，次いで， 1983年には臨調最終答申
が提i臨された。 ζの日経搬の提笹川臨調答申の問者は，周知1の如く， J[見交の恕イちをE支援に解消す
べく，事業の諮負イちと袈民規模の縮減1J?求めている。

さで，問題HiHζ赤字解消のための論議とするだけならば， 1965勾l段階ですでに論点は出され

ている。中森容答申において，主たる赤字型悶の指摘がなされ， dらに方策として，ひかえめな

袋現ながら，不探3卒者15門の簡負イむと経営内部からの切り離し，あるいは立木版苑への移行が述べ

られていた})。 しかしながら，中税務答申や林政務答申と，最近の臼経鵡擬首， I臨調答申との閥

には，法識において根本的に異なる点、がある。その相異点とは，育林・伐出の阿部門を含む林諜

生j議活動について，拡大を股製するのか，納少1J?前提にするのかという l誌である。沼本経済の高

度成強期から{既成:段期への転換という経済条件の変イむが，政策の法制を拡大から綿少へ大きく変

えたと見てよいであろう。

ζ のような政策的提?引ζ対する*~終的な論議として，数は多くないものの，いくつかの論稿ぞ

我々は手にして来たお。 このような論議の詳細な検討は，別稿に諮らぎるを得ないが，本稿を麗

閉する上で踏まえるべき論点のみ摘出しておきたし、。

とくに，駕尾(1978)，小路(1980)，小関(1983)ならびに学問 (1983)の議論が詳しし、。

注閉すべきことにはこの 4名の論者の思組、約・綬済学的背畿の相異にもかかわらず，共過する論

点が帯設する。ぞれは， :IJ~裂の政策における縮少志向が，応々にして，践力の維持についての

削践に欠ける点に対する危J慌である。さらに，具体的な政策織として，小関 (1983)が生践力を

i潟める積機的な経営にlf岳じるべきこと金主張している。また， .>:1去問 (1983)は，縦i少志向する林

業政策の背後にある総務政策について，ケインズ的有効鰐袈政策の必袈性についての伊東(1983)

の議論ぞ引いて，縮少志向への違和舗を切らかにし，さらに生践力維持の視点から悶有林事撲の
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あり方について述べている。

袈するに ζの論点は，抵成長経済下における生態力維持の問題である。綿少志向に批判的な論

者逮が，あるべき班;念裂としての生態力に依怒して論じているのではないS}， と著者は期解して

いる。そうであればなおの ζと，設々は現在のf愛情的条件下でいかにして持続的な生産力の発現

がなされ得るのか，そのi1í~本的な方向を切らかにする必袈があろう。

今あえて，さiさ額を懸げて狗肉をおるの類となるを恐れずに・えば，偲成長経済の条件の下でSJl

有林野経営という経常体主?l過していかにして持続的な生践力の発現が関られ得るのか， ζの論点

が間有林政策論の議成l乙鍛えられるべき掠!砲であろう。

ζ うした政策論上の課題を切らかにするための器礎的研究として，高度成長期から的成長期へ

の経済的ステージの変北のrl:1で，国有林経営がどのように移行してきたのか，移行の諭i}:]1を究明

する必袈がある。1"林政統一Jより 35ヶ年を過ぎ，戦後日本経済のいくつかのステージを終た現
夜，ょうやく長期的な 1;))1有林綾営liJf兜lζ必援なタイムスパン寄与我々は手にしたとjおわれる。 ζの

移行の論理を経営の民間に却して具体的に明らかにするためには，経常の内部条件と外部条件の

双方の変化をトータノレにとらえる視点を必要とする。このような視点在見出すこと自体が，現段

階における倒脊林続営研究の方法論上の議本的な課題でもある。本稿は営林鴇レベJレにおけるj授

i'e ~I:t心に分析することによって，課題への接近毎試みた。

悶有林経営において，販売司王諜i'e分析するということは， とりもなおさず関有林材の生産から

流通までの全過程喜子分析することに他ならないヘ それは，形式的に兇で1"販売jが経常とi!i

場恐縮ぷ接f誌にあるからという瑚出だけではない。立木安売るか，議材を売るのか，という販売

形態ーっとりあげてみても，経営実行の援が大きく，林染経営体としてのl;rn有林経常の越本的な

性格のあり方に直接関わってくるのである。あるいは，公売かi組裂かといった販売方法について

も，その遊歩~が，り11乙一経営体の販売政策上の選訳肢であることに止まらず，林政における続柄

政策ないし市場政策の公正きにまで議論が行きつくのである。

このように，拡散し勝らなj桜売閥閣を明般にするため，次の三つのキーワードを持った分析を

進めてみたい。 r収穫J， 1"阪高行動jならびに「地先」である。 ζζ で~・う rJf又槌」とは，第

一義的には林践:物の収接事業をhi<l床しているが，服苑行ifilJの条件としては販売汲としてJJI!われる。
短期的に見れば，収機物の質と設は経営計酪によって先験的に決められており 5ヶイドの分jmの
中で融通が効くだけである。しかし，箆期的lこ見れば， I"J[又礎Jt立，林業生産力水準の変北を介
して，林鐙物の筒給条件の変化とつながっている。次に「販売行動jは，経常体の対市場行動の

すべてを合んでいる。1"地苅」は一般にきわめてあいまいな使われ方をしている詮端である。悶

有林は側別的な地域国有林の集合体と見なすことができる。1"地元Jを， 1)11ζ空間的に地域悶有
林と隣接しているというだけでなく， '相況に{友禅関係をもった地域と定義すべきである。本新iで

は， I"Jl話完行動Jの対設であり，かつ， iliU約条件である「地先i[i:場Jtこ焦点を:当てる。
ミ号棋は， I"J[又礎JIJ坂路行動J1"地元市場Jの相瓦の関係が，戦後国有林経の展開のf:j:fでいか

に拙移して来たのかを分析することにより行なう。なお，戦後の名時代においてr:B1有林経常が販

売芸評議英行のよで砥商した線j組とその経済的分析は，すでにいくつか行なわれている。例えば，

限有林の1950年代における特売開題id?r和心に，背森ヒパについて!河村(1959)および高知のそミ

ツガについて溺剖・棚瀬川・大平 (1960)が，詳しく分析している。また，同時期の*的ヒノキ

については，半開・村j誌 (1961)および半間(1962)がある。さらに， 1960年代のi般常生産lζ閉

する分析として森(1965"'-'68)， さらに北海道材について安藤 (1968)があり， 続く外材化の附

j遣は，安藤(1971)が分析している。 1970年代の「新しい森林施諜J以後における問題は，
ヒパについて潟水(1979)および北海道材について鈴木・安藤 (1982)が分析しているヘ
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*捕では一営林鳴について戦後過胞を通路した。具体的には，まずi収謎;訟の推移を中心l乙，経

常の11初出区分ぞ;鵠み、各時期の分析を行なったJ二で，最後に， r地元il'i:場jにおける関有林材能
強の推移と「収穫jの推移のごつのカテゴワーで名11守閣のrnI有林経営が磁面した給関ステージの

ほ分を行ない，そのステ -~iJ?， 総討のをきi時期がどのように移行していったを検討する。

なお，分析の対象としたのは，静岡県内の東京営林間千頭(せんず)営林鴇管内~I有林(以下

千立民国有林と設う)であるo 顕I現有林は，明治期より御料林として経常され， 1947年の林政統

一ーにより東京営林局管内となった。分析lI~f期は，主として，林政統一以後としたペ

2. 千頭国有林における経営の展開と時期区分

2-1 立地条件

販売問題を射程において立地条件を吟味しようとする時，必裂なことは，第11乙，藤出される

立木ないし議材の荷品的特性との関連であり， sfj 2に，その特性を顕現させる市場条件であろう。
両者とも， きわめて時代的変化に臨むが，以下では戦後の経'常在条件づける基本的な司王柄に絞っ

て述べておきたい。

(1) 林1:r:lと按/:I~材、の特徽

現在，千頭悶有林は，ニつの開地lζ分かれている。一つは，寸又jll流域の大部分をl!.=iめる千頭

開地であり， {むの一つは，大井川本流沿いの榔地図地である。鴇の所在地である本JII~.1l!1l汀から下

流には，中川根， JII t:L~IlIJ，金谷町，さらに， I諮問市があり，東海道本線まで約40kmの距離である。

また，大井111母上流に行けば，大ヂI:jll掠頭部在占める東榔ノ'(;レプ株式会社の井JlI111林に怒る(関

1)。標高では，海抜300mから2600mにまで広がり，林相はおよそ線高1700m以下がそミ(ハリ

モしウラジロモミ)，ツガおよびブナ帯， 1，800m以上がトウヒ・シラベ榊となっている。また，

1000"-1800mの間績が全体の68%fJ:占める。

!窓出される天然林*(1は，法的にはツガがもっとも多く，第2にそし掠31ζブナであり，路/1¥

材の特徴から誘えば， モミ・ツガ間有林の一つでもある〈袋 1)。、その材質のj誌では，他のそミツ

ガ国有林によbベ劣ると・われている。 i鈴按ずるヲミ泡JlI水系の銭関，水器営林鴇のそミ・ツガ材が

jミJニの 1.5尺造材i>'iii'としてきたのに対し，千践の尺上材は， Iヨまわれと!日jりが多く 13尺器材
を説本として*たと会れている 7)。 さらに， j渠材上， 1. 9"-2. Omの矩尺材が多いことは， 日認知

営林}請のlJa:fYUとの上tl践において紙lζ指摘されているお。銀jミ材の多い草H段11立，…つに木締・仕組
収得袈iζ合わせた探J寸法にあるが，より根本的には材質l乙器i認する。 ζのように形質が劣る誤認3
としては， I~然条件のみならず千顕rnI有林が近出:以来，戦前の御料林時代を通じて流i誌による抜

き伐りを繰り返して*たことやあげ得るであろうヘ翻i料林時代の1935年に始まる確営住躍は，

~J又川汲上流域lζ諮る税林鉄道の延長引*ない，その上で戦時伐採が行なわれた。その結果，戦

後の剖有林経常をスタートさせたIl'!f1誌において，林鉄軌道沿線では，天然ヒノキぞはじめ，モミ

ツガ中大様材ぞ中心とした強度のれ伐的伐採が一服し，伐tJ:1事諜の対象地の選定はきわめて関車IE

となっていた10)。この点が，戦後の経常fJ:IJIの中酸から培恨の上部を対象とした拠地開発へとむ

かわせた大きな袈i週である。

，人工林についてみると，すでに造林は，明治米j弱から大:iEj留にかけて行なわれ，戦後の

※本研究は，萩野敏雄氏を主~とする千頭11lI有林についての東京営林局委託調査研究 (1981)， 

ならびに，半間良一氏を主主Eとする文部省科学研究開研究 (1982"-'83)による調査成果の一

部を利用している。
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(炎里子l尽)
東海パルプ
弁lIIil1林

{山総終)

関1 'fii民間有林の位|駁

袋1 'f獄図司若林から社li材の
天然林材樹総別総成比

総 綴 機成比

天然ピノキ 0.6 

マ ツ 芸員 0.0 
ぞ 、、 芸員 22.3 

金i・1誕樹 ツ ガ 英首 27.4 
そ の {I!! 1.5 

チップ;材 6.3 

昔1・ 58.1 

|ブ ナ 9.0 

ナ フ 1.5 

ウグイカンパ 0.9 
、え ス メ 3.0 

ケ -ヤ キ 1.0 

広策樹 カ ツ フ 0.6 
シナノキ 0.2 
センノキ 0.2 
シ ォ- 乙P 1.0 
iそ の {自 12.8 

チップ M 11.7 
告1・ 41.9 

1:二LI ~H・ 100.0 

• r製品生援災行総括-淡jの人工林
材をi徐く， 1972-79年 8ヶ年分
の袋詰十

eiYM!ll，ごf顕戦俊設y.@， p.lll 

;鳩伐のはじまる1958年時点では，約4000ha Iζ迷していた。当時の機栽樹槌は，商M比叡でヒノ
キ70%，スヰ'24%，カラマツ 6%であった。 1960年代の増伐期には，比較的成長の良好な1910年

代の造林地が伐j加乙入り，梅地問地IJ:?中心lζヒノキ人工林材が既出された。しかし， 1970年代に

入ると伐採対象地は減少し，現在，間伐遊i蛤米j簡の造林地が多く，また， 50年生以上の林分も ~t:

7守状態および立地条件の認さから米だ本格的な伐採に入っていない(表2)I!)。

(2) 市場条件

上記の樹聡特1肢がどのような市場とむすびついたのか，すなわち，千顕悶有林の市場立地を検
討したい。製材用材については，大井川下流IC.{I!.援する臨関市に製材加工諜が集積している。 j詰

問は，江河i時代，東海道の大井JlI践しの術;場町であったが，明治以後，大井JlI利用が自由化3れ

ることもない，大:fj:JlI流送材の!態揚地となり，木材捺f投i協の枕i設を獲得していった。おらに， 19 

89 (明治22)年取海道本線の開通により，東京・大!授とむすびつき，明治米には，大井)11の天然

材ぞ資源的背畿として，木箱・仕組J鮫製材 lと特鍛~持つ製材陵地が形成されたのである。第一次

世界大戦後の1919---20年には11:捜部の会IJ~J拐をかかえるが，北洋材移入にともなう製材工場の治水

港への立地移動が起り， 1910年代後半には一時停滞した。しかし， 1930年代に入り ，T写

気ぞテコ lζ活発化し， g宮地の規模IJ:?維持して戦後統iliU下に怒る。戦後は，静開県内でもいち早く，

後興踏襲lζ対応するゆで， 1950年の木材統illU撤廃をtrかえた九千顕i潤有林材の戦後の販路は，
ζのj銭関市場を相手として始まったのである。
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公2 T顕関有林林況のおf!移

F話

皮 1977 

総 i磁 るt 25，319 24，948 100.0 100.0 

天然林間約 20，811 17，320 82.2 69.4 

人工林間約 4，083 7，507 16.1 30.1 

í!!~ ュヱ オミ 地 415 117 1.6 0.5 

人工林令級5JIJ郎秘

総数 4，083 7，507 100.0 100.0 

1'"'-30 2，182 6，079 53.1 81.0 

31.......50 1，730 900 42.4 12.0 

51'"'-70 171 516 1.2 6.9 

70'"'- 12 0.1 

天然林 ha竺iり添if資 192 

人工林 ha法iり滞在2 78 

111 1957年はftf41次総長けl'岡被
1977:i:j::1ま1Jr13次地滅施主提言十illjIiH:

出自ずべきは，氷結・仕品11板生総ぞ1'1:1心としたj詰問の製材力nこじとのむすびつきが，千顕のそミ
ツガ探材を容易にした点である。すなわち，まず建築材として採材できるものは 4m探材を行

なう。 4mにとれないものは，氷結・仕組桜材とするが，その用途の性格上多様な長級・筏級が

必要-とされるので，劣担1:と2ぎわれる千頭間有林のそミ・ツガも，十分な市場開:id?持ち得た。
さらに，紙・パルプ工場の存在も，千NJ{悶有林経'討に強いI'!kJ3ililJ?持ってきた。大:;!I:J11において

は， 1910 (明治43)年，東海紙料(後の取崩ノマノレプ)が島田で操業主主開始した。この工場の原木

は， 1940年前後までは，北洋材中心でめったが，その後，北洋材移入が止まるFtで，マツあるい

は，シラベ・トウヒへと転換し，戦後も， 1960年前後までは問機であった。しかし，その後掠料

がチップ北し，生胞内務がjよ誕樹チップによるクラフト品l~ ・クラフトライナー中心へと変化する

とともに，大:jj!J11流域の!五誕樹資源とのむすびつきが生まれるのである印。この ζ とが，千頭間

有林の1960"1:'代士宮i伐11寺の法瀦樹材販売と!瑚3iliし，また，大升:JlI流域I1lJ村におけるチップ主体の製

材工場:ILJ也令{sしたのである。

2-2 戦後における収穫散の推移とl時期i玄分

戦後のi保護縫のJffl移を，東京営林j司余休， さら t乙l'm有林全体の推移と比較すると(関 2)， 次

の2点告指摘する ζとができる。一つは，金調的な推移と悶じく， 1960年代が戦後の収ι礎識のど

ークとプラト…lJ?成していることである。他の一つは， :H民間有林の推移が，全国や府全体と比
較して，より急激な変化lJ?示すことである。このような大きな変動は，戦後の千sm悶有林が，車i
l潟IJJ;Hfにまで連する奥地開発による収穫筑拡大を行なった ζ との表われである。この1.;1.は壌を改

めて詳しく後に触れる。
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• I対有林野~JI梁統計'1!~，ならびに東京'~t*ネ何事業統計悦余年版

次l乙，戦後の変滋iS?より術ii械に!迅るために，販売形態の推移を含めて時期限分を試みたい(毘1

3 )。 まず， 1960年代をはおんでjJな後や三つのi時期にIZ分ずる。部IJ拐は， 1950年木材統制撤絡

の後，収穫践が30，000'"'-'50，000111台の水準であった時期，第五期は， 1960年代を通じ収礎f設が10

75111台喜子維持ーした時期， さらに，鵡JIO閣は， 1970年代の収畿i廷の縮少1Wである。 j仮苑形態に務摂
すると，第:0留は紫材販売の時代，第]]j明は立木販売のI時代，第]証j弱は再び諜材j坂完のIf寺代と

うことができる。

また名時期は，それぞれをさらに区分できる。第[期の前半の停滞的な時期と，後半の拡大に

1~{i~Jj {lQx: J設)
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!潟3 ごF・立耳目'林事事収機殺の推移と11告j羽ぽ分
• JほF投獄， ffil機年伐放は東京I~~林民事業統計・3持各年j授による。
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さらに第]J[期では，前半向う時期，筋立期は前半の立木販売の拡大j担と後半の諜材販売拡大別，

の急激な縮少j坊と， 20，000"'-'30， OOOrritiで、棋認いに推移した時期である。

結昂，戦後1951年以後ら次の(j;拐に['Z:分できる。

I… 1 1951"'-'1955 1 … 2 1955""'-'1960 

2の後1[ 1'"'-' II-1は拡大路iifi，

江-11961'"'-'1965 11-21966"-'1971 

m:-1 1972"-'1974 在… 2 1975以後

収穫議→販売殻→市場への供給裁という関係から見れば，

学からIIIは綿少民Hifiと設えよう(表的。

千頭I~・林壌の l劇場区分別・樹槌別・平均年間伐採数ぎそ3

:ヨ，836
6.2.'34 

12，179 
11 ，061 
7，187 
5，214 

21，106 
i17，635 
104，035 
91，779 
48，568 
30，040 

1

2

1

2

1

2

 

I

I

E

E

m
取

(悶

'0。
I … 1 J担は況支マイナスが続き 1… 2でプラスになるものの， 1臼58"-'1959却にはマイナス
になる。 [[-1は，収穫摺:の拡大が収入の大巾なイ[11ぴとつながり，プラスが続く。 11… 2;弱は，

後半でマイナスと転じ，以後，収入の伸びは抑えられ，下i懲傾向になるのに反し，支社¥(ま増加す

る。館一次オイルショックをはさむIII… 1t切における収入の伸びも収支の逆転にはつながらず，
][-2期に入って収入と文社H立大きく鎖状に殺離していった。

以上の点争踏まえて，各|時Wlにおける間有林材i院議，販売行動および市場条件について考採し
たい。

えるこのH寺j羽I'Z:分と，千世[[i常林の給料'収支のH(f移ぞつきあわせると次のようさで，

由市場拡大j謁簡における販売行動と

開発投資の始動期 CI-1期〉

1947年4月の f林政統一」により千頭御料林は，東京'@'・林局ヂ詰i営林鳴として再出発すること
になった。 1948:$1こは， I調有林経営規定のの改訂があり，下-顕も館 5次経営策の編成が行なわれ

た。伐操指定;抵は年 33000ばであった14)。伐出については，御料林時代， 1936 (昭和11):I:Jさから

n廷ょうJによる祈伐作諜が開始され，戦時体制下の岱採強化のrl=lで，森林鉄道の恐慌が鼠iられ，
す又)11オ主流の議上流1filまで軌道が数設されていた。戦後も1直営伐採が実行されたが物資不足と，

当初の経'討組織の米製掛から，公定の紫材販苑{附告では係tif.にあわず， 1948年には，事業所閉鎖
まで検討白された。給関， -j'r.木販売に明りかえ， IUからごf顕までの軌道il締法だけ確常という形態省?
とったのである問。

一方，立木の践万である諜者の当n寺の動向i'見ると， r林政統一」の前年1<::，県内iζ三三つの会
社が結成された。 iヨ的は戦時伐採された御料林材の未処分貯材の払下げと復興資材用の特知供給

を受けるためであり，県西部を領域とする「路増J木材株式会社，県中央部の「駿迷」林業株式
会社，さらに静岡市以来の「東部iJ木材株式会社である。千頭国有林の立木守購入した「駿議j

3-1 
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1;;':;14 ごF政令?林殺のl収支の挽移
.東京'ì~t林間事業統計説得ijôJ仮

'75 '79 年度

は，林鉄輸送も摺負い(いわゆる関諮である)，木統法時代は，いわばこの「駿迷Jによっ

議災行がなされたと首つでも過言ではない。さらに「駿迷」は，昭和1221判ζは品開rlj'駅前に原木

市i)'i:r!:i:場ぞ開設し，翻i料林材の販売組織金作っている。

ζの状況を打開するために， 1950年の木材統制撤路1?機lζ，す又111交流の土:商河内流域に対し

て，奥地開発銀!の投資が行なわれた。その象撤的容在が「天地譲滋J16)であった。この開発誌
を出した背設は二つ考えられる o ~H は，経営内容ISの問題として，統i閥解除のヰ1で，国有林の版
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発政策の原則が，会計訟にのっとった公克服切に立ら:詰った ζ と，これに対応して，千閣官林鴇

でも，それまでの変則的な立木処分寄与改め，国営伐採→磁常軌道搬出→千顕土場における公売と

いう方向をとって，実体の伴なった経営体とする点、援にせまられていたことである。第2に，一

般木材rln~の低迷が朝鮮戦争の特需泣気の中で， 1950却の後半から上向きとなった条件も見逃が

すζ とができなL、。

以上のようにI-1別は，開発投資の始動期として特徴づけることができる。 ζの打者j切にもっ
とも特摂されるべきj読売行動は， 1953年，自任1市において貯水場ぞ開設したことである。創棋は

面積約2ha， 1ぜ材能力 4，500m'であった。

この1112木場開設の怠1J;jミを考えるために，次iζj諮問rl1の製材加工業の動向を見でおきたい17)。島

問rlIの製材工場は，木材統制解除の段階で19工場残っており，いち早く夜興潟援に対臨して稼働
争始めた。さらに短期間に工場数を増加させ， 1954年には67工場主台数えるにる。製材品は，一

般強築材と木箱・仕組板であったが，戦前から百l続き，水紺・仕組i誕生稜lζ比重のかかった服地
であった。特に， 1950年代は，戦後の木箱崎製の拡大期であり，建錨材の復興関裂が…段落した

後も，活発な践活動が続いたのである。ますこ， )，五'tO樹材寄与{9.!う木工諜も戦後，数多く撤識を始

め， 1954年には 124工場指示数えた。しかし，原水入手の経絡を見ると，民有林の天然林材主主中心

iζ，大jl:JlI流域以外からの移入材を柴荷しており， 悶有林材の{立慨は低い(国 5)。また，業者

の原水入手方法は，一つは大手製;討議者が大規ilJ(!lll林所有林からまとまった設を伐出してきたも
のも島問市内にjぜ材し，一般諜者へ苑り払うという jレートがあった ζ と，他にも，スギ・ヒノ

キ材については，!投迷林業の原木市5ちから入手可能であった。小規模諜者が品開rlI内において原
木制連のできる流通構造を持っていたのである。

(rtノ誌ブjuilU111)悲鳴泌品開4i!?水
子政'i~1.休場一甘71

一_T=-_~ 1.~'1j 111製材
県外民有林ーベ駿述林業[1涜ド:'::::;:'1 (95， OOOn; ) 

その{也

関5 1950年代前半における島問製材路地の燦水入総経路

ζのように， J京水筒裂は拡大法制にありながら，縮製者の多くは小錦j提議者， しかも，原水流

通機構がすでに出来ているという島田の市場の状悦であった。これに対し，上回欝諜地開発Ir.!iも

られるように今後増加する議材販売滋 fをこなすためには，新しい販売地点のI~H強制笥時lζ進める

必張があったのである。ずはわら， tfi1に，集中する貯材を分散してなるべく伽i々の染者が直接
購入し得るようなロットにする ζ と。これは，材の関朽のはげしい出誕樹材を適時に7~ り払うた

めにも必諜なことであり，島問市内で翻巡するという流通災般にも遮ったものであった。部 2Iζ 

尚i壬lTlI内まで輸送することは，いわば三都市場への輸送版先に類似のIW5Cl例議をとることであり，
消費市場での良材の仕分けj読売となった。 さらに，第 3lr.，劉有林の j硯完結Ulリである 、公5CJ.閣
flもにでき得るかぎり治うためにも貯水場での公売機会主主増加する必裂があった ζ と。こうして，

1 -1 t羽後半から次の I…2期にかけて，議材販路での公認比率は上昇し，公売を謀本とした販
売体制が盤うのである(関7)。

3-2 収穫議漸摺期(1 -2j組〉

1955停に入ると，前期の開発投資の成梁が収遺および紫材販55議の推移lζ表われ，供給盤の
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|刻6 千日貨IB林磐 :ft木綴施方法別j奴宛滋の:Jifl移

・東京営林局lJJ;r~総統計数各年j後

い・ωゃ叩叩一一一一司令一‘一句

'60 '65 

rsl7 千立民営林縫泌iiðJ鋭ï)~方法別j以56放の撚移

・東京営林!滋取業統計・滋: 終年}仮

jニ!i1q羽に入った。さらに， 1958J析の「国有林立主力増強制悩iJと経営規程改訂に対応し，千顕関
有林の1958年から始まる第一次経営苦!'j翻案においては，伐採指定畿の大r!Jな引上げが行なわれた。

ただし，従来の林鉄iji白迭にi闘っているかぎりは，収穫滋 cn:木材積)は30.0001討合ぞ越える ζと
ができなかった。そのため. 1957年から，新たに本格的な111道開設が捌始された。 ζζlζ，千野{

箆i有林は，林露~ .可li語。f:用時代iζ入ったのである。
生E践i1D形醇f餓醸は直，常討生E躍宮でiあ!らうり， 銭1材サ{は立千班悶iとl践各佼閉!のi阿tJ何i埼印制d出似!封!，わiドドミぐ;場場;にζて宛払われt.たe二こο I -2j弱の前半は，
公持率が潟まったn羽田であり，販売は，拡大するJPj[iJ{;殻奇公売にで売払うという，悶有林の販路
原加にflUったかたちで行なわれた。しかし，販売方法は後半， r林力増強計調jにあわせた供給
拡大がはじまる頃から，拡大部分母指名競争と随意契約による方法へ転換して行く o この点は，
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次の五一u到にI珂{絡に現われる。

3-3 収穫議高位安定期(1ト1)羽〉

1961年l乙入り，全国的に木材{11li絡が高騰し，対策のーっとして，有林木材;階躍計illuJが打

ち出された。これぞ受けてごrmi悶有林も卸伐殺をはるかに組えるi奴離を央行し，立木材輸で:i:r:閥
10万rrf台のi時・代をむかえた。そのための生産法盤である林道投資は増加して， 1963年には，営林

署総支出の83%~占めるに涜った。天然林の伐採方法は会幹ないし金木捺材となり，多様な樹臨

・材騒が域的にまとまって出;討された。また，梅地問地では人こ仁林ヒノキが主悦に入った。

この増大するi訳謎認に販売がどのように対応したのかに住回したい。 tf5Uζ指摘できるのは立

木販売の増加である。国営生諜の拡大ではまかないきれないので， 1961年から立木販売が飛踏的

lこ拡大した(前掲，図 3，6)。第2Iζ， このjJ:木販売i告こなすための関万の組織イじである。ロ

ットの大きい天熱林材の購入と伐i却には資金力と伐採技術が必裂であった。このため，例えf;f，

f東海ノマルプ」と「窓会議林議Jの共If:tl出資で‘つくられた「井JlI開発」株式会社が，大口のi泊契
約による:J'D!阿波苑の受け手とはっている。また，ぬ同市内の製材業者は， 1遺有林材の){持認組織と
して針擦;樹総合(モミ・ツガ)，広議樹組合(ブナ・ナラなど)および白木組合(スギ・ヒノキ)

の3組合に編成された。 ζのような組織に対し， l'趨契や指名競争の:方法で販路確保が行なわれた

のである。第 31ζ，議材販売の用途指定である。広梨樹材に対し，パルプ，チップの用途指定に

よりj陥契j坂路を狩なった。

以上のように，市場へ向けての磁騒的な販売行動は，大抵の出材j主力を背銀・に行なわれたが，

その行動を可能にしたのは， 1960年代の市場却の動向にあった。筋1に，製品加工諜における

援構造の変イちに対応した動きがおった。 1950年代に伸びた木5{{!i縮裂は， 50年代末からダンボール

の粕iI乙代替され始め，また;活雑貨j刊の椴;経木箱を中心lζ，みかん紺やリンゴ箱といった…次産品

j刊の箱も掲袈の急減を見ている。このような部裂の君主怖に対応して，胤問・金谷地域『の製材力[l工

業者は， 加工製品の噂門花へむかった。 1950年代は， スギ・ヒノキ建築材製材の設締役持つ諜

者も，木箱・仕組J桜主主E去を球ねて'討議し，*取りから販売まで，建築材と木箱・仕組較の結合生

産であった。しかし，こうした鶴築材製材業者は1950年代米には，木綿・仕組絞部p~ を大巾に縮

少した。また， 1960年代に入ると，かつての椴盤木箱を中心とした比較的大手の木綿・仕組板諜

者はモミ・ツガを使った塗装木箱や繍儲材へと変わった。この強襲木*f!iや混殻網包材の製材工程
は原木からの磁挫の木取りが必裂であり，端材料用では間に合わない性格を持っていた。また，

ハンガーやカマボコ紙製造その地説J速など木工へ移る染者が出てきた。とくに，ブナ材を使うハ
ンガ濯は高度経済成長のトj=1で広く櫛製が拡大した部門であった。こうした製材加工の動向ぞ

背践として，部種別の針誕鵡組合， )本立時樹組合，そして白木組合といったまとまりが可能となっ

たのである。

さらに第2は，紙・パ工業の方でも，大きな変イじが見られた。原材料の変イちである。一般的に

見て， 1950年代後半から，多l'誕樹i原木のひっ迫からそれまでの針躍樹ノ苛ノレブから誌葉樹ノ'f;レプへ
の転換が巡んだ。とくにダンボールJflのクラフトパルプ・クラフトライナーの{iflびには替しいも

のがあった。東海ノマルプの場合も，自社の;:JI:J11 rL!林の拡大遊林を果すためにも，広誕樹ノマルプへ

の進出4封鎖っ7ニ。

また， 1苅時に，チップ形態による涼料集若者が進むのも， この1960年代であった1830 チップ諮裂

の{rl1ひ'は，山元におけるチップ製材の役立を拠し，大井川流域でも，本}111捉11汀や中川根I!IJの製材

梁者でチップ加工f~P~~拡大する者が現われ，また新規にチップ工場が設立念れた。 ζ のような

業者が，鴎有林材のJ[f，j入者として新たに殻j必ずる。これによってはじめて大井Jllrや流域が千頭悶
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有林のj坂先にとって「地元Jとして登場するのである。このようなパルプ・チップ材の販路が形
成会れた ζとによって，天然林材のj坂泌が可能になったと設える。

こうして島田市場における間有林材の占める地位は附くなり，悶:日林材時代をむかえるのであ

る(関8)。悶存林の販路方法も，一般競争，指名競争，随意契約が掛照され，あらゆる方法でj販

売が実行おれたと?ぎえる。ただし，供給f誌の拡大部分は主として立木による随契販売で、あっTこ。

J才

関8 1960年代前半におItるi訪問製材磁地の版木入泌総!終

4. 収穫議縮少局面iζおける販売行動と島田市場

4-1 収機縁の縮少i品程

(1) 高位安定期のかげり CIT… 2WD 
1965年在境として立木販売議は減少する。樹随別に見ると，スギ・ヒノキの減少が顕著である

(前倒，関 3，袋 3)。 ζれは， j悔地問泌をrf1心とした人工林材の中で伐採対象となる林分が枯渇

してきた ζとによる。梅地問地は，スギ・ヒノキをはじめ天然林材のそミ・ツガでも，二f・顧問H自

に比べて良質かっ大揺であった。このため悔地部地の立水溶札者は， n駿述林業Jをはじめ，
大手荷社系林撲会社，あるいは松阪市の識者など， ヒノキ材の販路力主主持った識者が中心でめっ

た。いわば千頭国有林の 1，'Jレ箱だったわけである。しかし，この間地の嬰な伐拡がIT-1J羽に

終了する。

一方，目立常生践による議材販売殺は伸びている。 1968年に林鉄が廃止され，千mL悶有林が会問
的なトラックil輸送時代奇むかえた。 ζのことは，迎材系統の合理化につながり，立木販売畿の減

少や補うかたちで，自主営住肢が拡大しj収穫滋は維持された。ただし，繭魚伐採の導入が見られる

のも ζの時期である。 1969年には薗常設践の戦後におけるピ…クをなかえる。しかし，年伐指定

;段の水準は述成できず(前掲，鴎 3)，磁の奥地開発にようやく限界が見えたfI{j:J閣であった。

(2) 収穫;践のお減期 01]-1)

JI又秘扱全体の動きとしては， すでに 1969年安墳に減少傾向に総じた。 それにもかかわらず，

1971'僚をほ切って政期とする磁的は， 11:水j坂デ誌のみならず， 1的立法鐙そのものが，大きく後巡す

るからでめる。すなわち， 19721:1三から74年のわずか3ヶ年間に30，000111台のJ[lZ磁泣(立木材獄)

なり， 1950年代前半の I…11mの水準!こ廃ったかたちである。生磁形態としては，立木j販売践が

と1971年の20，000ni台から1972年には一挙に3，000111かへと減少し，、 i宣常生陵中心へと転換した。

悶有林一般の1fJbl向としては，周知のととく， 1972 年の林政審議会答申を~け， 1973年に「新

しい森林施薬」が出され，伐採哉の大巾な縮少方針がよHされる。しかし，倒的にもそうである
が，ヂ閣の場合も，すでに災行般のi搭ち込みが先行していたので，紅~/ìt~/j安1・ 1ま，戦災の追認、とい

うかたちで推移した。 1973作l乙始まるごF顕悶有林筋2次地域施謙吾!'illJiでは伴伐指定殺を前期の
112，000ばから56，000rnまで引き下げた。しかし，実行預;は30，000111合で推移したのである。
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(3) 低依移行期(J旺…2l関)
1979年以後の扱移は正しく係部的である。 1978年に始まる部8次地域施業百十掘によって年伐限

定畿はさらにほめられ， 34，0001TIとなったが，実行;縫はそれよりさらに下組り 20，000trl台となっ

ている。林道指定数も 5ヶ年で12kmと，今までの千頭国有林の林道務議f誌に比べるとストップ間

然となった(袋 4)。林道延長の推移，c.~j滞在~Iζ表われているように， ζのような縮少過程は， 単

なる一時的な伐採手控えではなく，根本的にごp顕i調有林経営の転換にむすびついている。すなわ

ち，戦後のごp期間有林の出発になった1951年の「天地弱者選J，ζ象徴される開発投資型の経営方針
からの転換である。

淡4 ごf立高営林容の林道怒授のf1~移

. ( )はf.'i'躍li滋
「東京営林j諸事業統詰十」より

4-2 国有林材流通の変佑

j坂誌の縮少過程の中で，国有林材の流通構造にも大きな変北が起った。以下，立木販売と紫

材販苑iζ分けて，ご!二期間有林材における流通の地域構成とその変佑1J?5誌でみたい。

(1) 立木販売

ヂ立高間有林の)1.木販売の地域構成について， 1967年と1974年を比較したものが談5である。 19

671手は立木j坂出が米だ30，00011'I合脅維持していた]:-11切であり， 1974年は，全く諮ら込んで19

50年代の水準以下に逆溌りしたJI[-lj関である。 1967年の段摘では，日!日宛設が35，894trlあり，地

域別では偽剖iliが全体の73%告白占め，胤外へも24%出ていたことがわかる。特徴的な ζとは， I際J

悶iti以外のj県内の染者はほとんど民っていない ζとである。

ところが， 1974年必見ると，立子!くj眠宛抵はわずか 2，4951TIとなり，本川桜町が93%を占めj話m
Tl1'の識者の購入はない。このように，戦後，千立武器!有林の立木販売と深く関わってきた 11，駿逮林

業J，あるいは， I諮問市のかつてのモミ・ツガ製材業者の授はもはや見られなくなった。

表5 千立耳'f~t J，;水準5による f1.水販売の地主主液成

2だ 数 機 成 比
日P IJえ

オ三 JII t対 日汀
件I JlI絞 slJ 173 7 

JII i災 /lIJ 16 O 

ぬ 1:1:1 I打 26，045 73 

その他的制限内 26 4 O O 

品ミ タ十 8，610 4 24 O 

総 数 35，894 2，495 100 100 

.1671作は，東海パノレブ縦，火~j:JII流域の林業， 1971. p.3220 1974停はごf頭
営林務資料により作製

eJ奴24方法は， 1967年一般競争 56%. 指名競争 34%. 飽~ìi(契約10%0 1974年
み。
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(2) 議材販売

議材販売の地域構成についてII…1j出""JU. -1 j詰までの推移を見たものが薮6である。また，

主裂な樹翻.*;:I~墳について比較したものが畿?である。まず注閉されるのは，販路盤における島

田-rl'iの減少である。千磁のj販売強全体が1970主Fから75年にかけて56，2341ぜから27，324mへと減少
する中で，島問-rIHま， 24， 941111'から5，016rriとなった。すなわち，販売;滋全体は51%の減少に対

し，島問-rllは80%の減少率となる。 ζのf潟県，地域梢i成においても， 1970年の44.4%のシェアー

F杉

1979 

43.3 

ごfil民営林壌による媒材!波宛の地域機成災6

-
炉
L
A
nNU 

入Rl~ 

16，664 I 10，691 
(5，252) 
24，941 
(3，240) 
6，61¥5 
3，639 
2，938 
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本111綴・ ~1:1 1I 1t:長・1I 1t!立

j待問市・金採lIIJ

その他i的関県内
愛知県

i波験線

長野然

神奈 111 9誌

球京・群潟・埼玉

三m:燥
大阪府

鳥取県

その他

1.4 

100.0 100.0 132 
(7) 

( )内はパルプ材で内数， 1975年は不明
千立民営林礎資料により作製

数
る.1;、
弘、

@ 

@ 

ヂJiJt路'林壌の樹額材溜別・泌域別議材販路盤
ζ之たご一九~九仏叫 樹材槌 モミ・ツガ 人ス二ギ防本・ヒノキ !五 5従 校j パルプ;材

flll 域
年度

1970 1979 1970 1979 1970 1979 1970 1979 

*川線・中)11紋・ 111叙 6，883 2，788 872 96 3，654 1，956 5，252 2，783 

島問可1・金谷町 10，911 362 2，072 453 8，334 1，023 3，21¥0 728 

その{也給関 9誌内 3，791 2，508 733 394 2，044 326 

愛 知 j終 1，120 930 20 2，469 604 

!校 』誌 200 482 92 2，605 370 

長 野 j筏 497 342 291 231 

争11 浩ゑT<之 111 P話 50 181 90 

対〈 J.R 湖i 40 111 35 

ir下 m Y;l:・埼玉県 197 127 9 

大 1i!JZ J(1 44 

町一 m: j決 70 69 

よる 淑 j終 259 

υ691 963119，928 t会 数 23，490 10，039 1¥，903 8，492 3，511 

表7

ごf磁波林幸喜炎料により税1;1。ζみ織が多く，東京営林何事業統計替の数俄とは必ずしも合わない。@ 
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が， 75年には18.4%へと縮少した。一方，業者数は，半減したものの20業者告数えている。この

結果，業者の購入;詮も小口犯している。樹醗・材閣別に児ても，全般的な減少の!やで，とりわけ

モミ・ツガからの後退が明らかである。樹材聴については，多極で小口の購入;乙変わったと替え

る。本Jl I~民・中川根・Jl I棋町という大井川流域 3111Jの場合， 1970年........79年にかけて販売;誌は半減

したものの，地域構成比では，相対的に上昇し1979年では， 43.3% を I~ めるに恋った。しかし，

j砕入諜者数は大きく減り 8議者・となっている。 ζれは，大口購入をするチップ加工議者が強っ

ているためである。その他，地域への流通状況後見ると，モミ・ツガは，多少減ったものの，県

内外へ出ている。流通j識は，浪内主在中心に，愛知・岐阜・長野3践が中心である。 j去誕樹につい

ても，全体の販売;訟の減少が大きく，愛知県・岐阜県守中心に購入されており，地域構成iζ大き

な変佑は見られない。

以上のように， II-IJ弱から II-2J割にかけての供給議減少局部における閤有林材の流通は，

かつてのj諮問市場をゆ心とした構造から大きく変犯し，樹材諮4jJ:lζ分散小f量化した流通機遊へと

変イちしたのである。

4-3 r地元工場Jの推移
コf磁!潤有林材の購入識者の具体的な動きを知るために， r地元工場J19)認定諜者奇手がかりと
して考媒1.p進めたい。まず， II-1J切の1968年と]I-1j羽の1976年ぞ比較する ζとによって，こ

の間の変北を見たい(表8，9)。

紫材販売について， 1968年当時の「地元工場Jは，島問市lζ16社， III~民地域に 3 社あり，購入

業者総数の中では14%にしかならないが，購入数喜子見ると，材磁で46%，金額で42%1.PILiめてい

た。 1976年になると，地先工場数は， 10社に減る。とくに，品開rliの減少が大きく 4社となり，
反街，川線地域は 6主clζ増えている。また，ヂ顕暑の販売;誌に占める比事は材12iで48%，金額で
26%となった。また，購入:抵は， ζのIm.>:1五減している。 ζのように，千頭闘帯林の議材販宛盤が

災8 千頭営林署管内「地元工場j認定.3疑者の議必綿入滋

i業者数
北yt :Fi討 百l宅

年度 I:t治 域

i弘 間

i附 (ij111) 3 I 6，019 I 2，399 I 1，057 

地元主場設十 19 22，829 11，596 '1，431 
(14) (46) (40) (49) 

ヂ立武線w足先3十 132 49，( 544 28，732 8，( 995 
(100) 100) 100) 100) 

4 2，377 729 

JII 6 9，286 1 3，086 

地元工場詰f' lo i川 63jM15
(9)1 必)I (27) 
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107 1 24，187 1 14，232 1 
(100) I (100) I (100) I (100) 

41 ()  [131ま，ヂ磁器3販売滋合iH・i?100とした「地元工場JJl湾問fiiの比率
41 1976年度地元工場は11でめるが，当年購入災級のあった者10のみ計上
@ 千顕I]it林務資料より作製

84，253 
(49) 

-1 172，213 
(100) 



138 

き受9 千顕鴬林務管内「地元工場Jのj仮iJt，15法別購入殺と構成比

l 材 樹機成 % 金額機成 % 

総数

地元こじ場 111・ 100 
1968 I 

ヂ耳目器販売 ~I・ 100 

泊先工場設1・ 100 67 100 47 53 
1976 I 
T立高幸3・j絞 523十 100 59 41 100 71 29 

@ 言受8より作製

激減する中で r地元工場Jのi創立は，材l'tIの点で高まったものの，単似の安い材が多くなり，
1Ii額で見れば，販売に占める比涯を大巾に低下させたと替える。さらに，技団されるのは r地
元工場Jの地域欄成の変化であり，前項4-2で切らかにしたように，削工nllと閤有林材との設
的なひずびつきが鴻くなって行く傾向と一致しているのである。

次;乙，観点を変えて，販売方法別の変化告白見ておきたい。特徴的な ζとは，袋9I乙明らかなよ

うに，千頭開有林全体では，公比事がi弱まっているにもかかわらず， rll1!元工場」は随契比事
を?認めていることである。 ζの{聞l向は材讃・金?簡とも共通に見られる。

以上のような r地苅工場jの地枕の変イじとJ!持路行動の変佑は， r地先工場」の顔ぶれの変イじ
をともなった。今， 1968年と 1976年について r地元ヱ;場Ji認、定議者がどのような槌翻材騒を!潤
帯林材から跨って来たか，その推移を見たものが関9である。 ζの閣は，附図ずる主要樹額・材

醸によって25社を1mつのクりレープlこ分類して，購入選の披移ら追っている。確認できることは，

鍛ーに島問rtjのそミ・ツガが購入識者クソレ…プの購入盤の減少である。さらに， ~~21乙，チップ

工場を持った識者クツレープが購入設主主維持している ζとである。 ちなみに， 1968年の「地苅I.

日1
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|刻9 ごf獄営林務「地元工場」の綿入総縮グル…プ別購入盤の推移

・千孤営林密資料により作製
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JDiJ 19t去のうち， 1976年にも日出先工場」と認定された者は偽関市で 2社であり， JlI1史上自域では
3社が51続いて鶴った。日7M予の資料に新たに登場する 5社はすべてJlI根地域の製材業者である。

また， この!潤，千頭i議有林からの購入をJ.1こめた12業者の内訳は，モミ・ツガ製材が10業者， J.五挺
樹製材 1染者，広務樹製材1業者であった。

以上の分析から，=f顕関有林経営にとっての「地元工場」の役割を次のように言うことができ

ょう。 1968年の段階において，ヂ期限|有林の販売行動はそミ・ツガによる島問-r!'i場との結合をl!ijU

lζi回転していたのであり，そのi¥ijl!こそ， .iE fζ 「地元工場Jであった。しかし， 1976年段階には，

その輪組みは解体され， r地元工場」はとして，広葉樹チップ中心のかぎられた樹簡の販路の
滋味しか持たないものとなったのである。

4-4 島田市場の変佑

この時期の島問市場の変イじについて触れるべきことは多いが，統lζ別摘で述べた20)。 ζζで、は，

!翠有林材との関i患で翠嬰な点にのみ触れておきたい。島田市場の変化喜子大別すると，第 11ζ，原

水{民給l留における外材化の進l良，部 2f乙，製材品需製部における木箱.i捌儲材関袈の減少，であ
る。

l原水供給の]認では，前期の悶有林材の拡給拡大もあずかつて，品開市場の外材化は{也の製材産

地に比べ遮れた。 1966年になってはじめて「向剖輸入材協同組合jが結成され，本格的l乙外材が

導入された。その~iÊ移は，議10に見られるように， 1965年から1970年の踏に急速に外材化が進ん

だ。とくに，木箱・檎包材原木のそミ・ツガとう!ミツガ・米マツとの代被が，関脊林材離れを進め

る越水的な袈|溜となったのである(表11)。 このことは諮問市の製材工場へ入荷される悶箆材

の樹極構成の推移に端的に変われている(議12)0 1965年には未だそミ・ツガ・が悶諮材の48%ie

占めており，モミ・ツガ市場と名付けるにふさわしい掛成であった。しかしその後，構成比は減

少iJ?ijieけ， 1979年には 5%にまで低下してしまったのである。また，裁12は，広粥樹J討の入府;抵

の減少も如実に示している。これは，ハンガー・家具などの木工製品における外材の普及による

ものであった。

以上の結果，島田市への素材の入荷経路は前期と大きく変わり，関10のようになった。外材化

は，製材木工用原水ばかりでなく，紙・パルプ部門でも進んだ。東海ノマルプの;場合， 1969年に原

料の完全チップ化l乙踏み切るが，それ以前， 19671:f-'からチップ噂msHie就航させ，外材チップ時

代への対応を行なってきた。l[J69年の悶践チップの比事は76%だったが， 1974年には54%と低下

炎10 製材工場への開腹;f;;f・外材別入事15致

災 数 (nf) ifl 分 比 (%) 
:i:Ul 域 I :iド j支

f会 数 悶im:防 外 jオ 耳。t仇品 数 間i1g;f;;j 外 材

1965 160，611 132，028 28，583 100 82 18 

jる i王! ifJ 1970 183，451 86，986 96，465 100 47 53 

1975 167，282 45，325 121，957 100 27 73 

1979 209，254 66，357 142，897 100 31 68 

1965 68，949 67，048 1，901 100 97 3 

i長 }京 1nl I 1970 74，967 54，092 20，875 100 72 28 

1975 89，195 49，973 39，222 100 56 44 

1979 123，098 66，100 56，998 100 54 46 

111 i製材統計諸問fJによる。
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1980 

表11 製材工場の製品用途別・樹種別出荷盛(島問1fi)

数川 I開館材 rri タ十
耳<;，、、 一一一

N L ラワン 米材

総 数 141，743 80，566 9，569 5，853 43，967 

総終 ffl材 41，833 27，362 137 14，334 

木綿網包丹] 55，011 39，966 1，822 1，780 

1. 788 I 
24 

「その他J 40，271 11，614 6.738 2，851 17，280 54 

京合 数 121，0臼4 22，828 18，479 76，729 1，756 1，302 I 81 
慾築 ffli寸 57，301 9，649 8，291 38，852 18 83 

;;{号訴[j閉包用 27，232 5，890 5，507 14，528 491 429 78 

「その{磁J 29，411 4，617 2，62，3 21，316 875 855 84 

皮-Lhr 
，
今
必

1965 

• íその他Jffl材には「ニ!こ木建築J.i耶阿波t船」・ í~女共・総見J ~旨含まない。
• iW!;材統計翻蕊jによる。

淡12 製材工場への絵Jl議別悶波将入荷数

Q
U

品川
1

H

U

9
M
1
A
 

(1潟政M")
大11')11民有林

リ;~ 1)'1 外

(外1，1") 
ifiノJ(. lif[l iiirujf，f 

時I*Jf!i売市場

関10 1970年代後半における島問製材J湿地の原水入荷終協

した21)。しかし，悶践チップの接待組織は系列北されて動いており， 4-3現で%たように，チ

ップ工場が今や設的には悶有林材の主要な購入先になっている。3Jl1:E，パルプ材の随契ぞ受ける

業者は，すべて東海ノマルプ系列にj認する。

会で，品町市場の変化の鈴i2は， j前協表11にも見られるように，木知・樹組材部袈の減少であ

る。 1960年代から設接木綿や港設欄包材に向う ζ とにより 1970年代前半まで島問11J:場の中核的位

にあったそミ・ツガ製材は， 1960年代からダンボールや発泡スチロールに代替されて能強の縮
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少主主見た。この氷結・檎包材からの転換を決定づけたのは， 1972年の木材議騰と続くオイルシ到

ックである。強接木綿.のプラスチック化は象徴的な出来事であった。

なお，前;関4-3のま出先工場において， 1968年以後悶有林材購入を止めたモミ・ツブf購入10業

者は， 1968主f:'1時点で，いずれも木綿・欄包材製材→組立てi'e業務とする市内では大手企業であっ

た。彼らが関有林材の購入を中止した時期は， 1971々さから 75年の聞に1;f~Fr:tしており，しかも， r[:t 

止と|河i待に，プレハブ建築部材加工，カラーボックス製造などへの諜極転換を行なった。

4-5 縮少属国における販売行動

1[ 2;明から i紅一 2;羽にかけての販亮行動で特徴的なことは，販売材の仕分け，選加の強化で
あった。それは次の 3}~~Iζ表われている。第 1 は，販売地点の選れ， 1Jf4 2は，公材と鎚製材の

仕分け，第3f;誌は，貯木;協の滋樹みにおける仕分けの強佑である。

まず，節1の販売地点の問題である。林鉄使用の頃は出材盤が湘力nして貯木;場に集中するの各
避けるため，積み替え地点で中継販路を行なった ζとがある。しかし， この当時は，中継販路材

と，貯木場(千顕ならびに島田)で55る「殻終」販売;防との材費的な悲輿は，必ずしも明確でな
く，むしろ伐t!:¥と巡材木イIIの担分であった。次いでトラック運搬の時代に入り，伐採地点でのごl::

場で苑払う「山克服苑jが行なわれるようになった。この「山元販売Jには滋賀負担力の小さい
低価格が間材され， r最終J販売材との価格控は年々拡大した(表13)。

公13 千iiJ{営林殺の議材販路地点JJU販路縫.{11li絡

総 数 1I1 7G i設 終

19691:]-: 59，604 

1970 56，180 13，250 6，026 42，930 11，275 

1971 47，181 10，731 9，679 4，332 37，502 12，383 

1972 43，227 13，896 11 ，425 5，443 31，702 16，933 

1973 40，302 22，727 8，889 7，282 31，413 27，097 

1974 28，179 21，317 9，580 9，306 18，899 27，405 

1975 27，498 20，292 9，318 8，433 18，180 26，371 

1976 24，187 24，927 6，476 9，048 17，711 30，734 

@ 東京営林間取殺統計殺による。

第2!ま，滋材販売における公宛材と舶拠材の分イじである。とくに縮製材は， I諮問市域のそミ・

ツガ「地元工場Jの後退に対応し，チップ府広樹材などが多くなるのである。その結果，公宛材
とl碕製材の価格競は大きく開いた(表14)。

第3の貯木;場における級殺みを見ると，販売地点の選訳と併せて，各lt子木;場で、の織の仕分けが

より細かくなったと設える。かつての40m'''-50m'filP.は姿奇消した。また， I誌剖以外の貯木;場でも

「選木コーナーJ~設ける ζ とも多くなっている。 1978 年時点の純積み状況を裁151乙玖した。最

大の純でもごf顕の39m'で'あり， =rDJlや中JI[艇でも， 2trf，fjfiといった小口もあり，樹材種に応じた
細かい選別がな怠れている。なお， )班?B~終材の内容については，向聞に良材が採められているこ

とがわかる。 1本あたり材舗に明らかなように，島問で販売される選木おれたゆ・大経材lζ比べ，

rllI苅」材やヂi'iJ{，中川根では小径の込み織が多いζ とから，舗が小さくなっている。
さて，以上のような仕分け機能の強花という販売行動が持つ怒味を考えてみたい。供給滋・
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談14 千頭営林事Z-の紫材淑宛I詳側

年!史 一般競争③ 指名競争 随 契。 ③!<おX100

1964 10，126 8，792 7，381 137 

1965 10，230 9，301 7，745 132 

1966 10，777 9，579 7，615 142 

1967 12，463 10，508 8，067 155 

1968 13，187 11. 061 8，641 153 

1969 14，427 11，082 7，597 190 

1970 11，782 9，877 6，7'l6 175 

1971 13，265 10，231 6，969 190 

1972 16.991 10，083 169 

1973 27，782 13，045 213 

1974 28，062 13，070 215 

1975 25，983 12，656 205 

1976 30，263 17，299 175 

• n夜京JEt林!誌等1議統計惚Jによる。

表15 =f~奈営**殺の綴5岩波材の1~P.仕分け滋

名称

iね元 寸又 9 100 3 18 23 I 14 I 6 I 17 I 34 [ 5 I 0.096 I 0.173 

ヂ夏目 31 68 13 28 32 

f泣終 中JII~1í! 28 39 22 19 39 2 6 I 15 28 I 5 I 0.282 I 0.300 

J為 J行 26 10 24 16 21 7 I 2 I 11 11 I 11 0.863 I 0.733 

@ 工F顕銭;i;水準君1978年9A終材箆61初公売の総数の集計・
@ 悶，入札策内t!.tより作製

要双方が納少し，停滞している現時点 (]II-2 j掛から見た;場合，結栄的に， きわめて市場適応

的な行動であった。しかし，時期低分lζ沿って1[-2から日[…1への股問主主ふりかえると，問題

はより被服している。1[-2 j羽は，供給抵はかげり<i?J迅せながらも，米1ゴ9万m't'i<i?維持してい
た。一方，部嬰は外材化の進行を見た。いわば，逃げる簡裂をいかに追うかが…つの諜樹となっ

た時期である。一方，経常は収支構造の掠宇陀題に直前iしていた。収支は， 1970年からマイナス
lζ転じ，文出の{Iれぴに対して， 収入の低下が切らかになっていた(前掲，関 3)。 この収入減の

もっとも大きな沼山は況謎;lj;tの低下であった。とくに， 1970年時点では，比較的側lj;路上界の高

いとノーキ料の減少が大きく路線した。税怠れた天然材は，商品的には， {，底僻格1せから高価格jはま

で多様な材の集積であった。ロットが大きければ，当然ながら平均単{iIliは下がるのであり，減少

する販売就からより多くの売上げをあげようとすれば，形質lζ応じたイ:1:分け販売に向うことが，

いわば，必然であった。ところが，モミ・ツガ11寺刊のぬ IIJr!f場の中心的な製材7r~識は水qn ・ j間却

材製材であった。 ζ の~材は，より安仰な材主主適時応大滋に沼旋するというものである。緑木一

本一本をi吟味して仕入れる製材ではなく，高{同格志向の仕分けj限苑にはなじまない性格を持って

いたと設える。すなわち， 1[… 2 怒は，経営のニーズと市場のニーズとのずれぞ~::じた時期とみ

るζとができる。もっとも， ζの問者のズレが酪有林材離れを促巡したと誘うならば平昔¥.であろ

う。 ζζでは， ζのズレを通して，国有林経営の転換点における販詰問題の所在宅旨見たに止まる。
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5. 千額国有林における販売問題の推移

本部;では民謎盤の挽移の考諜から1:1:¥発し， J販売行動といわゆる「地元市場jとの関係部lilllと

して戦後の撚移をj乱た。その結果， I珂らかになった点は，各特別における販売問題は相典し，そ

の1列島が販路条件の異なるステージの下で生じたことである。今，ステージの相良-'J?明らかにす
るために， 1被後の推移 f世間111ζ額式的lζ蝦~ill した。販売材の供給;抵の動向と掲袈動向とを交接台

せて，適する位置にi待・期限分I…1 "'-'III-2をあてはめたものである。矢印は，各時期がステー

ジを移っていく方|旬を訴している。この図式を使って，各i時期の問題ぞまとめておきたい。

まず I…u羽は，戦後の綴営体ffiUが殺った顕拐であち，米だ服苑素材の供給裁は偲く…方，
稲裂は，島問rtr~必の活発な股開を受けて拡大した。この 11初出の販路問題は，一つには活発な際袈

に見合った販売材の供給方ぞいかにして身につけるかであり，また， i!1:場と結ぶパイプ作りであ
った。前者に対応して，開発投資による生腔基盤の盤。iii，後者lζ対応して，島剖711における貯木
;場の開設が行なわれた。

;よな高校安定 火 部グlんI'i 少 低{立体HI~

おfな安定 H 1 

¥ 
¥ 

;tt; 火 1-2 一 1-1 

*1.'1 少 立-2 1II…l 

¥ 
¥ 

f!í:f.立f~i.m;

間11 T立高間有林経営における綴淡ステージの移行

次iζ，I -2  J劉は 悶有林がようやく供給ゴユを身Iζつけて販売践を拡大した時期である。また，
適切な瓶詰先令見出した時期でもあった。原木供給はひっ迫しており，売手市場の様相を見せて

いた。 ζのζとが公5誌による販売拡大を可能にしたと設える。この時期の課題は，需要の動向i乙

合わせた，持続的で安定した供給盛を生む経営合同窓の縦立であった。 ζの点で，林鉄体系の限界

が見え，車道への転換が始まったのである。また多大な議機盤諮投資と技術力の高度イむを災行す

るにはw営詑践が越していた。
11-1 J自は，収穫量の拡大とともに日本続柄の商度成長lζ支えられて市場関袈が高位安定を保
った時期である。工…1から I-2への移行が販売方法の変斑もなく，比較的スムーズに行った

のに比べ， I-2から II-lは，販売形態と方法の変化をやjAなった。すなわち，収穫援の増加世話fi

分は立木版亮で補なわれ， しかも，随製販売の増加が見られた。これは，急増す鳴る をζな
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すために，関手側に対する組織化の働きかけが行なわれ，その手段として， I随製販路が利用され

たζとを示す。前期からの渡'討控践の持続的な発股過程の班長上ではなく，立木資源というスト

ックに哉容したiぬGf:itt(定期であった。ただし，悶有林と島問rl1場との簡にー醸の諒恕関部 (1濁有
林から見れば一定の市場支耐力)が生れたことも犠突である。 ζの依帯関係の有無をもって「地

元i11場j夜立の条f4!とすることができる。前述しt:II 2j切における「地苅工場Jの分析に表わ
れたように， 1:趨契のみでなく，公売にも強い ri自治工場Jのあり方は，島問市場と悶有林との議
申IlllIIな結びつきぞ;示している。しかし， ζの依得関係は， II…2 j剖の後半以後，双方から崩れて

いっTこ。

II…2期は戦後の転換点であった。拡大したままの収穫;議舎前提とすれば，納少する間有林材

矯袈を追うべきステージでめった。しかし，樹部的な販路行動がとれないまま， :nr-u羽;eむか
えた。

JlI-1期は，収支のアンバランスに耐えられない経営が主主政政策の上で磁営生産の縮少へむか

う時嬬である。他方，諮袈は，オイルショックを契機lζ勉減した。 ζζiζ怒って，悶有林と島i沼

市場との議iMl的な関係は解体し， JlI-2j即ζ入る。

JlI-2期は南側絡材志向の仕分け選別機能強化が侶;なっている。一般的には，この仕分け行

販売政策として税織的な認識令持っているが，千関関有林の程かれたステージでは，きわ

めて7i'4:nUi的な対i応となら芯るを得ない。
との停滞的なステージ令抜け出す方法はあるのであろうか。かつて， 1950年代の出発点におい

ては，開発投資による供給;援拡大策告とり得た。しかし， もはや問機なステージの移行を期待す

るζ とはで訟ない。今後は， J[文機と橋袈の双方が抵位lζf!E:移する条件下で瓶詰行動ぞ展開しなけ
ればならない。

以上の移行過税の分析のみで、は，本稿の課題に接近するに米だ距離がある。しかし，各移行期

の分析&踏まえて， n置苑行動の今後の越本的な方向を次のように総招ずることができる。
議1は，価格志向の販売行動ではなく，市場における錦袈の確保を第一義的に考えるべきであ

るo そのためには，小蕊分散的な現在の版持続路のそれぞれを確認に保持す欄ベく，さらには，そ

の経路の中で器i!ijl!的枕経路を育成すべく，対T11:場行動委強化しなければならない。 蹴苑方法は，

溜訳的な苧段として，間的l乙応じて{史郎すべ訟であろう。

第2は，乙うした行動の前提となるべき持続的な収穫盤の灘保である。 ζのためには，バラン

スのとれた拡大投資が必袈である。そのためには，長期的に見て， rl1場適応的江主主1活力水準をJs
定め，それにふさわしい投資がなされるべきである問。

このような方向へ経営を組織するためには，本都で触れ符なかった施殺計溜iおよび蘭営生踏事

業あるいは出働組織等についても，販売率識と閥様に分析する点、製があろう。また， )販売事業の

制度と突行lζ当つての議諒決定についても分析すべきであるが，その究明も果せなかった。

おで，最後iζ間帯林全体の呼1での::p頭関有林の{立競づけについて…諮しておきたい。臨有林の

地域底分は，すでにいくつかの縞みがある。安藤(1971) 23)は外材化が進む市場動向の分析を過

して，外材流入の多いiUl;.幣における悶有林材Tf1場(東京，長野，名古屋，大1授の各営林局管内)

と外材流入が比較的少なく悶有林野本の商い地帯の悶有林材市場(北海道，背議，秋閃，熊本営

林路管内)とぞ分けた。めるいは，悶有林の鱗負璃業体を中心とした地域の就業構造分析のため

に，山剖 (1982)24)は， r奥地地域Jr近郊地域Jr中閲地域Jという 8つの地域rz:分を試みた。
おらに，地域密分ではないが，営林諜単位の収支構織の比較から飯間(1978)は営林署のタイプ

を3つに分類している。 r一つは，営林署警開設以来(少なくとも昭和30年以持)蔀字喜子計上して
きた営林響。第二は10年ぐらい前から(あるいは48~旬以i燦急速に)赤字となり，その額が急速に
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拡大している営林署。第三は，なお思学1i?計上し続けている営林弱。J2めである。
ζのような援分ぞ借用すれば，:::p顕隠l有林は，外材流入が激しい悶帯林材市場を相手l乙10年ぐ

らいl前から部字となり 1973年以降急速にその赤字が拡大している奥地地域の罷有林となろう。た

だいこのような分類のみでは，天然林材伐I:l:lから人支:林への転換期の関有林についての兵体像

が現われにくい。閤有林経1営の展開をより内寂的につかむi玄分も点、袈であろう。例えば本稿で分
析した収穫・販売行動・地元というつながり方が，タイプ分けの一つの藷携になると考えられる。

今後，人こ仁林イじの進んだ悶有林の分析径通じて， さらに明らかにして行きたい。
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・小鈎際政，関有林野部撲の I~I的，林業経済 No. 356， 1978 
問 ，日本経済総3妥協議会綴僚とJ現有林野事業，林業経済 No.412， 1983 
・日本林政ジャーナワストの会，悶民にとって間有林とは何か，活文お:， 1980 

・ ~l去 i沼良一，悶有林の改;!I~ -eめぐる問泌点，林栄経済 No. 412， 1983 
・伊東光|恥閣内市場翠視の新しい拡大政策を，エコノミスト1983，1， 11汚， 1983 

*tこ， I溜有林の現状についての分析では次の文献がある。
・飯間然，濁有林野射殺の現状と問題点，林業総済研究 No.94， 1978 

・有IlrLi公三.良B，r伐りrl1しJ労働過程の形成・発段とその解体，林業経済研究 No.94
・地域淡林業研究会，地域休業と悶有林， 日本:林業i鈎互援会， 1982 
・鈴木禄，またjb主務次，北海泡の;m;T.t&:践撲とi鶏有林材販売，林政総研レポート No.17， 1982 
の あるべき支f!念としての主主脱力公々 については，鈴木尚夫，林業経済のl1l!iitIliと政策，林業経済No.413，1983 
における鈴木の大金永治への批判を参照。

4) 安j燦溺友，外材輸入の今後の.!ii1i還しとそれに対応する間有林材の供給，林芸湾総営研究所研究報傍， 1971 
5) 記I1誌の文献は以下のとおりである。

• r潟村fjJJ迷，随意契約によるi現有林野産物52払の災態純資報僚議，林野庁， 1959 
・森関学・潟水階!E・大平英11浦，潟知営林局における附有林野ill~物j仮55と地元経済の綬m~， 林野庁， 1960 
・ ~I生問良…・村j議出限，名tî巌m場 -e "f~1むとする水凶材流通構造i乙隠する翻資線47役，林野庁， 1961 
・ ~I去1]，悶有林における林産物販売制度の研究，林野庁， 1962 

・線級夫，製品位j浸透玉栄lζ関する経営・経済学的研究，ト，1""同，林業経済俗研究所報告， 1966， 1967， 1968 
・安H義務友，北海滋における間有林*~のj奴宛制度の変滋に闘する研究(1)，林業綴営研究所幸世俗， 1968 
狗 ， 1狗掲， 1971 
・潟水戦夫， I溜有林材j双子ふ流通の災情と地元地域の反応，林紫綬済 No.372， 1979 
・鈴木・安j孫，前掲， 1982 

6) ヂ耳目悶有林に関する研究ならびに翻主主レポートには次のものがある。

①架京営材調，特定地域としての千獄・気閃・水銀関有林材と周辺地域計協， 1962 

③ 向 ， 'f.頭取栄区の投資のあり方lζ関する滋・礎調査報俊被， 1971 

@ 悶 ，=f頭部地i慾有線の取扱いと天然林施業体系純資報告議f，1976 
@ 岡 ，=f頭取梁区間予言林における森林施淡のあり方l乙闘する翻査研究報約数. 1982 

③網村削，国有林における森林拘殺の変遜と問題点(1)， 30問自林中文議， 1982 

7) 策京営林苅鈴木!Jll奈男氏による。

8) 林野庁，悶有林材の術総形成にあたえている外;材の彩縦(1)， 1965 

9) 官官掲，千頭線傍後③， P 111 

10) 千頭常事~毅，千頭線林鉄滋 (30年のめゆみ4をふりかえって)， 1969 
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11) 巡林災行成采については，小泌総…郎，巡林・製品佐渡事業の定数約分析，前掲，ごf立制民傍慾f@，所JllZを
参照
12) 前掲，'f顕報皆殺③， P 86 
戦前期のj諮問i1Jならびに弁J!I流域林梁については，紅林!時次郎，J誌倒木材設さ発主主史， 1960および， iゆ|河県内
務部，大~j;JI! .安部川流域の林業.1929がある。
13) 東海パルプ株式会社およびその社有林である ~1;J I!山林については，次の文献を参娘。
・東海ノ"'1)レプ株式会社，東海パルプ六十"F5包， 1968， 
j司 ，大~1:JI!流域の林業.1971 
. J1!村誠， m海パルプ全1:有林の経営， j湖沼，千頭報傍若主@，所以
14) 'fïi立問有林における施業計協と災行についての~~設は，綱村 (1982) および!1m，明治則以降における税休
施設さの沿取，前掲，千立百戦f別段@.月/fQlZを参!被.
15) 東京林次 VOL30-2， 1977， P 36 
16) 小林和男，ぷïLql'JI~民地開発給采について， m双営林局磁器'悠im~m終発淡銭 6. 1958 

「天地球道J と名付けられた;V~逃が架設されたのは1961年である。奴巡の線路毅 383m. 1スパン1378m，
汲大絞殺;陰口という大勧告完なもので，新たに10万ffi"の天然林;討議flQの伐Il¥"e可能にした。とれと問!f告に，
5200mの作業軌道， 240mのインクラインなど役術投資が2ヶ年にわたって行なわれた。
17) 戦後におけるJJI.;[fJ市の製材・木工加工業の推移については， JlI村・伊勝勝久，不況化における製材陵地の
構造と経営行動，ぬi王i・金谷地域の;場合 (0，(JI)， 94悶凶作総， 1983，参照
18) 前掲，t絞潟ノマJレプ株式会社編I，1971 
19) r地元工場」とは，悶有林経営の販%fliUl.l芝において， 予m:決t1及び会計・令 ~~99~条第101ラ"!JHE3 およびi溺脊
林野事業特別会計法施行令第27~長の 4 鋳 2 好奇適!汚して， 議材およびfvドの騎怒契約j波宛を行なう対象と
なる工場である。一般的lζj現有林野の所在する地方において悶有林野と総銭な関係"e相I1.Iζ持つ製材ある
いはネ・工場と規定されている。認定ならびに随契殺の昔1・m:は， 関平:fÍi木材の購入縫災r，þ~および終?ぎ成総によ
り判定される。
20) JII村・伊脇前掲， 1983 
21) 林野庁， ~起大井地域森林開発保全翻資報償:ßj:， 1975， P 119 
22) 小池， iIu掲，'f践報傍投@，の計算はこのための…つの鈴みと設える。
23) 公燦.j出滋 1971. さらに， より筒切にとの区分.æÍ-説明したものに，安藤~~友，水材市場講道の変化と
劉司容林材販52のwl1防1m.東京林次 VOL24ーし 1971がある。
24)山間炎治，国有林地恨の地域ぽ分と林業事業体，前倒，地主義幾多122誌研究会， 1982，所収。
25) 飯[fJ，前掲.1978， p. 4 

Summary 

'l'his study demonstrates how the N ational Forcst has been man乱gedil1 respol1se to 

eeol1omie cOl1ditiol1S sil1ce Wor1d War II. 

Those years could b色 divid召dinto six period自 cx乱minedea巴hpcriod il1 tcr‘ms of“yield" 

“m乱rkeωti泌お宮"al1d“10cぬa1markeωtヘ乱nd10己ω乱tωediれt泊nthe va飢rすi勾ab下1estage of eco泊01羽羽icconditions 
through the matrix of“yie1d"乱nd“10ca1market demand'ヘ

The actua1 examp1es chosen were Senzu Nationa1 Forest and Shimada Lumber pl'・oduced

center， both in Shizuoka Prefecture. 
1. (1951-1955) Mcan year1y yie1d; 24106111 standing timber vo1um. 1n this period the 

yield w乱spoor， but the market demand il1creased. The management str・乱伐gywas to 
develope natul'al forest resour・cesunc1 at the sume time toヨuaral1teethe markcting 

chane1s as to opel1 a yard in Shimada City， where 10gs wel'e assemblcd， g'l'adec1， sortec1 

al1d sold by tenc1er. 

2. (1955-1960) Mean yearly yie1c1;47635111 standing timbel' vo1um. Incr・easec1stumpage 

sale raised the quantity of plann記dyield， and the c1emand was high1y stabilised. The 
Nationa1 Forest managemel1t gl'ouped the buyers. 1nterdepel1del1ce between the Nationa1 

FOl'est and the market was stl'el1gthened. Stumpage wel'e sold more thl'ough negotiated 
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S乱lesbased upon乱uctionsof c0ll1parab1e 10gs. 

4. (1966四1971)Mean year1y yieldj94779ni stunding till1ber volull1e. The totul yield wus 

still abundunt， but av乱ilab1e1and for stull1puge s乱1edecreused und 10g s乱1eincreused to 
u ceiling. On the other hund， ill1ported 10gs begu nto ll1uke an inl'oud on the dOll1estic 
dell1und. It resu1ted the decl'ease of th号 Nu tiona1 Forest till1ber demund. This period wus a 

turning point or the N utipu1 Forcst ll1un乱gell1en七ufterthe WUl'. 

5. (1972-1974) Meun yeur1y yie1dj48568ni st乱ndingtill1ber vo1ull1e. The business fell 

into the l'ed. This finuntia1 diffieu1ty eonstl'ieted the direct ll1anagell1el1t of the Nutionul 

Forest. The yie1d gl'e乱tlydecl'eused. The first oil cl'isis construined thell1 to ehunge into 

the 10w l'ute of ecol1oll1ic growth. 'rhe who1e dell1und deむl'eusedto ll1uke the N utionul 

Forest huve 1ess巴onn♀etionwith 10eal ll1al'ket. 

6. (1975-1981) Mean ye乱rlyyieldj 30040rn stunding timber volull1e. Both dell1und and 

yield hovered uround the 10w level. Priee oriented marketing encoul'uged grading und 

sorting and ut the SUll1e till1e spreading the ll1arketing chunels. 

The manugell1ent strategy， whieh seems effective today， is to secure the ll1urketing chanels 
und ll1uintain th♀ pl'oductive power. 




